



















































































































































































































































































































































































21　月間電気通信事業収入（Average Revenue Per User ; ARPU）の略。通信事業にお
いて需要者（利用者）１人あたりの月間売上を示したもの。
22　総務省「ソーシャルメディアの利用実態に関する調査研究」
　（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/h22_05_houkoku.pdf）p.8、p.10。
23　一定の制約が課せられてはいるが、この料金体系は他事業者が追随して供給してい
る基本利用料金の半分であり、当該市場内における利用料金としては安価であること
に変わりはない。
24　もっとも、学生本人もその家族利用者も新規契約が必須ということを留意しなけれ
ばならない。
25　類似したサービスとしては、その後の「ホワイト学割」や、条件付きで携帯電話端
末の販売価格を割り引いた「iPhone3G」や「iPhone3GS」の販売に示すことができる。
たとえば、iPhone3Gを対象にした「iPhone for everybodyキャンペーン」は2009年２
月25日に発表され、同年２月27日から５月31日までの期間限定で実施された。だが、
同年５月26日に９月30日までの延長が発表された。さらに、同年９月16日に2010年１
月31日までの再延長が発表された。
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